
川崎市営住宅の公募等に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、川崎市営住宅条例（昭和３７年川崎市条例第３２号。以下「条例」という。）及び

川崎市営住宅条例施行規則（昭和３７年川崎市規則策５７号。以下「規則」という。）に基づく、市営

住宅の入居者の公募及び入居事務に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、使用する用語の意義は、条例及び規則で使用する用語の例によるほか、次の

各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）使用申込者 条例第７条の規定による市営住宅への入居の申込みをした者 

（２）収入基準 条例第８条第１項第４号に規定する金額 

（３）特認世帯 条例第８条第１項第４号のアからウに該当する世帯 

（４）普通世帯 条例第８条第１項第４号のアからウ以外に該当する世帯 

（５）若年世帯 同居親族があり、かつ使用申込者及び同居親族全員が３９歳以下である世帯 

（６）子育て世帯 同居親族があり、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの者がある世帯 

（７）高齢者世帯 使用申込者が６０歳以上であり、かつ、同居親族が次のアからウのいずれかに該当す

る世帯 

ア 配偶者 

イ ６０歳以上の者 

ウ １８歳未満の者 

（８）心身障害者世帯 同居親族があり、かつ使用申込者又は同居親族に規則第２条の２第２項に該当す

る者を含む世帯 

（９）義務教育終了前世帯 条例第８条第１項第４号のウに該当する世帯 

（10）身体障害者 規則第２条の２第２項第１号における身体障害の程度に該当する者は、障害者基本法

（昭和４５年法律第８４号。以下「障害者基本法」という。）第２条第１号に規定する障害者でその

障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の１級から４級

までである者とする。 

（11）精神障害者 規則第２条の２第２項第１号における精神障害に該当する者は、次の要件のいずれか

を具備する者とする。 

ア 障害者基本法第２条に規定する障害者でその障害の程度が精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に規定する１級から３級までである者 

イ アに該当しない場合であって、精神に障害のある者で、国民年金法（昭和３４年法律第１４１

号）第１５条の規定による障害基礎年金の給付を受けている者 

ウ アに該当しない場合であって、精神に障害のある者で、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１

１５号）第３２条の規定による障害厚生年金の給付を受けており、同法第４７条第２項に規定す

る１級から３級までである者 



（12）知的障害者 規則第２条の２第２項第１号における知的障害に該当する者は、次の要件のいずれか

を具備する者とする。 

ア 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７０厚生省発見第１５６号）第二の規定により交付を受

けた療育手帳（本市においては「療育手帳」と称する。）に記載されている市長が定めた基準に

よる障害の程度が最重度から軽度までである者 

イ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１５条に規定する児童相談所又は知的障害者福祉

法（昭和３５年法律第３７号）第１２条に規定する知的障害者更生相談所においてア相当と判定

された者 

（住宅の種類及び申込資格） 

第３条 本市における住宅の種類は原則として次のとおりとする。また、次の各号に掲げる住宅への使用

申込者は、条例第８条第１項各号及び規則第３条各号に掲げるもののほか、次の第２項及び第３項に掲

げる住宅の面積及び種類ごとの資格を具備しなければならない。 

２ 世帯人数に応じた住宅の面積は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）単身世帯向け 原則として、住戸専用面積が40㎡未満の住宅 

（２）２・３人世帯向け 原則として、住戸専用面積が40㎡以上55㎡未満の住宅 

（３）４人以上世帯向け 原則として、住戸専用面積が55㎡以上の住宅 

３ 住宅の種類は次のとおりとする。 

（１）世帯向け住宅 原則として３階以上に位置し、同居親族があることを申込資格に含む住宅。ただ

し、第２号に該当する場合を除く。 

（２）世帯向け住宅（高齢者・心身障害者向け） 原則として１階又は２階に位置し、前条第７号又は同

第８号に該当することを申込資格に含む住宅 

（３）単身者向け住宅 配偶者及び同居親族がいない使用申込者を対象とし、条例第８条第２項各号（第

２号は除く。）のいずれかに該当することを申込資格に含む住宅 

（４）特定目的住宅 住宅に困窮する実情に応じ適切な規模、設備等に配慮した、特定の目的に限定した 

住宅で、種類及び申込資格は次のアからエのとおりとする。 

ア 多家族世帯向け住宅 

使用申込者及び同居親族の合計人数が４人以上であること 

イ 車椅子使用者向け住宅 

使用申込者又は同居親族の中に、身体障害者手帳１級から３級の交付を受けており、かつ、下肢 

不自由等のため常に車椅子の使用を必要とする者がいること 

ウ シルバーハウジング単身者向け住宅 

使用申込者が６５歳以上の者であること 

エ シルバーハウジング世帯向け住宅 

（ア）使用申込者が６５歳以上の者であること 

（イ）同居親族が配偶者又は６５歳以上の者であること 

（ウ） 使用申込者及び同居親族の合計人数が２人であること 



（５）特別空家 単身の使用者が当該住宅内で死亡して発見されるなど、通常の住宅とは区別して公募す

ることが適切と判断される住宅。ただし、原則として前号のウ及びエの住宅を除く。なお、特別空家

の申込資格については、当該住宅が特別空家となる事由発生以前の公募の際と同様とする。 

（６）若年・子育て世帯向け住宅 エレベータ―や駐車場が整備された住宅で、前条第５号、又は第６号

に該当することを申込資格に含み、かつ定期使用許可にて使用を許可する住宅。ただし、当該住宅に

申し込む場合は同条第1項の規定に関わらず、４人以上世帯向けの住宅を申し込むことができる。 

（７）若年単身者向け住宅 原則として３階以上に位置し、エレベーターが設置されていない住宅で、条

例第８条第２項第２号に該当することを申込資格に含み、かつ定期使用許可にて使用を許可する住宅 

４ 特定目的住宅へ入居した者が、前項に掲げる住宅の種類ごとの資格を喪失した場合は、市が指定し 

た他の市営住宅へ住替えをしなければならない。なお、住替えに伴う移転費用（引越費用）は、入居者 

の負担とする。 

５ 空家住宅の公募は、第２項及び第３項の住宅の種類ごとに区分した上、規則第１条の別表第１の住宅

ごとに行う。 

（優先的な選考） 

第４条 条例第９条第２項及び規則第２条の２の規定による優先的選考の内容は、前条第２項に規定する

住宅の種類の設定、又は当選率を高める優遇とし、その優遇倍率は別表１に定めるとおりとする。 

（１）規則第２条の２第３項第５号で定める者は直近２年間の定期募集で当選せず、５回以上落選した者

とする。 

（入居者資格の制限） 

第５条 使用申込者は、条例第８条第１項各号及び第２項各号並びに規則第３条各号に掲げるものほか、 

次の各号の条件を具備しなければならない。 

（１）使用申込者が現に居住している住宅の家賃を滞納していないこと 

（２）住民税の滞納がないこと 

（３）円満な共同生活ができること 

（４）過去に市営住宅に入居していた者にあっては、条例第２５条第１項による明渡し請求により住宅を

明渡した者でないこと 

（提出書類） 

第６条 川崎市住宅供給公社理事長は、規則第１条の６第３項第６号の規定に基づき、申込者に対し以 

下の各号の書類を提出させることができる。 

（１）従前の住宅の家賃の滞納がないことを証する書類 

（２）第３条第３項各号の募集区分の申込資格を具備することを証する書類 

附 則 

この要綱は、平成１９年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年１２月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成２４年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年９月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年８月２７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和７年３月３１日までの間は、改正後の要綱第４条第１号の規定は適用せず、改正前の要綱第４条

第１号中「規則第２条の２第３項第６号で定める者は５年以上」とあるのは、「規則第２条の２第３項

第５号で定める者は直近５年間の定期募集で当選せず、５回以上」として、同条の規定の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別表1 

条例等の規定 優遇倍率 

条例第９条第２項第３号に該当する者。ただし、２０歳未満の子のみ 

が同居する場合に限る。（母子・父子世帯） 

該当しない者を１とした場合

の当選率を５倍とする。 

条例第９条第２項第４号及び規則第２条の２第３項第１号に該当す 

る者（被爆者） 

条例第９条第２項第４号及び規則第２条の２第３項第２号に該当す 

る者（引揚者） 

条例第９条第２項第４号及び規則第２条の２第３項第３号に該当す 

る者（ハンセン病） 

条例第９条第２項第４号及び規則第２条の２第３項第４号に該当す 

る者（公害病） 

条例第９条第２項第４号、規則第２条の２第３項第５号及び第４条第 

１号に該当する者（５回以上落選） 

上記に複数の該当がある者（複数に該当） 優遇倍率５倍を基本とし、他

の優遇項目に該当するごとに 

１倍を加算する。 

 


